
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 7

□事業概要(今回使途協議分  平成28年度　109,100千円)

　代ヶ崎浜Ａ地区被災市街地復興土地区画整理事業設計及び補償調査等業務概要

1.実施内容

事業計画変更業務(事業計画変更、実施計画変更　等)

測量・調査業務(常用測量、出来形確認測量、補償調査（再積算）　等)

修正設計業務(実施設計の修正　等)

2.対象地区

代ヶ崎浜Ａ地区(土地区画整理事業区域　4.7ha)

3.業務期間

平成28年4月1日～平成29年3月31日

4.総事業費

109,100千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（参考）全体事業費：246,000千円
　　　平成25年度： 41,200千円
　　　平成26年度： 37,800千円
　　　平成27年度： 55,900千円
　　　平成28年度：109,100千円（今回協議分）
　　　平成29年度：  2,000千円（予定）

全体事業費 246,000千円

　平成25年12月25日に事業認可を受けた、代ヶ崎浜Ａ地区被災市街地復興土地区画整理事業
について、平成26年9月26日に仮換地指定を行い、工事に着手した。今後の事業推進に向け
た業務のうち、設計及び補償調査等の業務を委託し、東日本大震災からの復興を加速化させ
るもの。

換地設計修正等業務(換地設計の修正、土地区画整理審議会運営業務　等)

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名
代ヶ崎浜Ａ地区被災市街地復興土地区画整理事業設計及び補償調査等業務
(平成２８年度実施分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 4 - 7

□事業概要(今回使途協議分  平成28年度　90,100千円)

　代ヶ崎浜Ｂ地区被災市街地復興土地区画整理事業設計及び補償調査等業務概要

1.実施内容

事業計画変更業務(事業計画変更、実施計画変更　等)

測量・調査業務(常用測量、出来形確認測量、補償調査（再積算）　等)

修正設計業務(実施設計の修正　等)

2.対象地区

代ヶ崎浜Ｂ地区(土地区画整理事業区域　7.4ha)

3.業務期間

平成28年4月1日～平成29年3月31日

4.総事業費

90,100千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（参考）全体事業費：501,500千円
　　　平成25年度： 59,200千円
　　　平成26年度： 68,600千円
　　　平成27年度： 67,700千円
　　　平成28年度： 90,100千円（今回協議分）
　　　平成29年度： 68,700千円（予定）
　　　平成30年度：144,700千円（予定）
　　　平成31年度：  2,500千円（予定）

全体事業費 501,500千円

　平成25年12月25日に事業認可を受けた、代ヶ崎浜Ｂ地区被災市街地復興土地区画整理事業
について、平成26年9月26日に仮換地指定を行い、工事に着手した。今後の事業推進に向け
た業務のうち、設計及び補償調査等の業務を委託し、東日本大震災からの復興を加速化させ
るもの。

換地設計修正等業務(換地設計の修正、土地区画整理審議会運営業務　等)

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名
代ヶ崎浜Ｂ地区被災市街地復興土地区画整理事業設計及び補償調査等業務
(平成２８年度実施分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 6 - 3

□事業概要

[参考]施設の概要（予定）

公衆用トイレ  25㎡ 1施設

○当面事業概要

　＜平成28年度＞

　　・実施設計、地質調査等平成28年4月～9月　　実施設計

平成28年10月～　　　本工事

○関連する基幹事業

　・事業番号及び事業名

　　D-17-6_被災市街地復興土地区画整理事業（花渕浜地区）

　・基幹事業との関連性

　　上記事業概要のとおり

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 33,533千円（平成28年度）

　被災市街地復興土地区画整理事業（花渕浜地区）地内において、隣接する吉田花渕港及
び花渕小浜港にあった公衆用トイレがそれぞれ津波により被災したことから、2箇所の公
衆用トイレを区画整理区域内の中心の広場に1箇所に統合して復旧整備を行うもの。
 今回、計画するエリアは、従前から県漁協支所の水産振興センターや魚市場が立地して
おり、復興事業においても業務系と居住系に整除し、水産業共同利用施設復興整備事業に
よる焼のり加工施設等も整備しており、従前から利用していた地元住民や漁民をはじめ、
ヨットや釣りなど来訪者もトイレ利用に不便を来していることから、区画整理事業の工事
進捗とあわせて、被災した公衆用トイレの復旧整備するもの。
　なお、本年、２月には多賀城七ヶ浜商工会において、地場産品等を販売するアンテナ
ショップ等もオープンし、復興まちづくりによる交流促進として賑わい創出に取り組んで
いるものの、訪れる方々のトイレ利用にも支障をきたしているため、被災施設の復旧を早
期に行いたく使途について協議するもの。

 被災施設復旧整備（公衆用トイレ）　事業費　33,533千円
　　設計費　2,764千円、工事費　29,956千円、工事監理費　813千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 花渕浜地区被災施設復旧整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 13

□事業概要(今回使途協議分  平成28年度　11,967千円)

□関連する基幹事業

・事業番号及び事業名 D-23　防災集団移転促進事業、D-4　災害公営住宅整備事業

D-17　被災市街地復興土地区画整理事業

・基幹事業との関連性 上記事業概要のとおり

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 131,200千円

　本町では、七ヶ浜町震災復興計画[前期基本計画]に基づき、復興交付金を活用した住宅復
興や地域復興などの復興まちづくり事業に取り組んでいる。
　平成27年度中に防災集団移転促進事業及び災害公営住宅整備事業が完成したが、被災市街
地復興土地区画整理事業や防集事業による従前地に計画される復興まちづくり事業について
は、県の防潮堤工事も含めて複数事業をコーディネートすることにより、迅速かつ効率的な
復興まちづくりを推進する必要があることから、この度、H28年度分の業務委託費として事
業費の使途について協議するもの。

１　復興まちづくり事業のコーディネート
　平成23年11月に策定した震災復興計画に基づき、復興交付金等を活用しながら復興まちづ
くり事業に取り組んでいるが、復興まちづくり事業を迅速かつ効率的に推進していくため、
事業相互間の調整、事業ごとの工程管理など復興まちづくり事業全般のコーディネートを行
う。
 ■復興事業の調整や制度適用の検討など復興まちづくり事業に関する会議への提案、調整
 ■施策別の事業調整及び検討する会議運営を支援
 ■国、県などの関係機関の事業担当及び計画担当との事業管理、調整する会議を支援
 ■事業相互間の調整、工程管理に必要な書類の作成等

２　事業推進のための発注者支援
　複数の復興事業をそれぞれの進捗に合わせて効果的・効率的に実施するため、各事業の発
注等に必要な業務の支援を行う。

　（参考）全体事業費：131,200千円
　　　平成25年度：26,210千円
　　　平成26年度：27,640千円
　　　平成27年度：21,383千円
　　　平成28年度：11,967千円（今回協議分）
　　　平成29年度：12,000千円（予定）
　　　平成30年度：12,000千円（予定）
　　　平成31年度：10,000千円（予定）
　　　平成32年度：10,000千円（予定）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 七ヶ浜町復興まちづくり事業コーディネート業務（平成28年度実施分）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 14

□事業概要

＜平成27年度＞  事業費 　　1,750千円

防災備蓄倉庫（LED室内灯装備）　 　1基　設置一式

サイズ　　　　　　　W4500×D2200×H2600㎜

軽量ラック棚　　　　W890×D465×H1800㎜

モバイルスロープ　　L1520×W760

文字入れ：七ヶ浜町防災備蓄倉庫

□事業スケジュール（予定）

　　平成28年4月～平成29年3月　設置工事

□関連する基幹事業

・事業番号及び事業名 D-23-2 防災集団移転促進事業（花渕浜笹山地区）

D-23-4 防災集団移転促進事業（菖蒲田浜中田地区）

D-17-6 被災市街地復興土地区画整理事業（花渕浜地区）

・基幹事業との関連性 上記事業概要のとおり

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 1,750千円

　東日本大震災により壊滅的な被害を受けた本町では、復興まちづくりにより防災集団移転
促進事業や災害公営住宅整備事業等の住宅復興施策を進めており、また、津波浸水被害が
あった区域においても被災市街地復興土地区画整理事業による現地再建など土地利用が大き
く再編しております。町では、今回の津波被害を教訓に震災復興計画に基づく避難計画を策
定、防災・減災まちづくりに取り組むため避難施設等の整備を進めている。
　今回、市街地整備事業による住宅再建の変化に伴い避難計画により位置付けした笹山地区
住民を中心に長期避難の際の拠点避難所である七ヶ浜国際村敷地内に防災備蓄倉庫1基を設置
するものである。
　今般,整備を計画している備蓄倉庫には、防災集団移転促進事業により移転した笹山地区か
らの避難者を約500人×0.7（3割は自主避難）と想定し、最低2,000食(1日2食/3日分)を備蓄
する計画とし、災害時の避難体制を万全にするものです。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（30）防災備蓄倉庫整備事業

細要素事業名 拠点避難施設（七ヶ浜国際村）防災備蓄倉庫設置事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 3

□事業概要(全体延長 500m)

　　平成28年度　調査設計及び用地買収等

　　平成29年度　本工事

□関連する基幹事業

・事業番号及び事業名 D-23-4 防災集団移転促進事業（菖蒲田浜中田地区）

D-4-2_災害公営住宅整備事業（菖蒲田浜地区）

D-17-5_被災市街地復興土地区画整理事業（菖蒲田浜地区）

・基幹事業との関連性 上記事業概要のとおり

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 99,983千円

　菖蒲田浜中田地区防災集団移転促進事業の実施に伴い住宅団地整備後の児童・生徒の通学
の安全確保のため、住宅団地に接道する町道久保線について現況道路（幅員5.6m）への歩道
整備を行い、道路用地幅約8.5m（歩道2.5m、車道7.0m）、延長500mを整備することで、児
童・生徒の安心安全な就学環境を整備するもの。
　被災前の町道久保線は、農道であったため歩道は無く、防集高台住宅団地の整備に伴い町
道への格上げを行い、七ヶ浜中学校の通学路となる歩道整備を行う。また、周辺には、菖蒲
田浜地区災害公営住宅（整備戸数100戸）や被災市街地復興土地区画整理事業による現地再
建者の整備により交通量が確実に増えるため児童・生徒の歩行安全の確保を図るもの。

　　平成28年度　調査設計費、用地及び補償費　　28,433千円　今回協議分
　　平成29年度　道路築造費及び施工監理　　　  71,550千円（H29年度予定）

　　概算工事費内訳
　　(1)町道久保線
　　　＜平成28年度＞　今回協議分
　　　・調査設計費　　　　　　　　　　　　　　　　（ 7,242千円）
　　　・用地及び補償費　　　　　　　　　　　　　　（21,191千円）
　　　　　用地買収費、移設費（電柱）　1式

　　　＜平成29年度＞（予定）
　　　・道路築造費　　整備延長500m　幅員8.5m 　　 （66,172千円）
 　　 ・施工監理　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 5,378千円）

□事業スケジュール（予定）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類


事業番号

要綱上の
事業名称

（25）学校就学環境整備事業

細要素事業名 菖蒲田浜中田地区通学路整備事業
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